
定住自立圏構想の推進に向けた 
関係各省による支援策（検討中） 

くらしの中に 

資料３ 

平成２７年２月２７日 



１ 

総務省 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容 

平成２７年度 
政府予算案 

補助率 交付対象 

イ b 

情報通信利用環境
整備推進交付金
（情報通信利用環
境整備推進事業） 

医療・健康福祉・教育等の高度な公共アプリケー
ションの導入に資する超高速ブロードバンド基盤整
備を実施する、過疎地・離島等を有する市町村等に
対し、事業費の一部を支援。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

433 １／３等 
条件不利地域
を有する市町村
等 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 



２ 

文部科学省 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容 

平成２７年度 
政府予算案 

補助率 交付対象 

ア c 

学校施設環境 
改善交付金 
（学校給食施設
整備事業） 

学校給食の普及充実及び安全な学校給食の実
施を図るため、公立の義務教育諸学校におけ
る学校給食施設の整備に要する経費の一部を
補助し、その促進を支援。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

161,626 
の内数 

１／２ 
１／３ 

都道府県、 
市区町村、 
一部事務組合 
等 

ア c 

公立学校におけ
る帰国・外国人
児童生徒に対す
るきめ細かな 
支援事業 

帰国・外国人児童生徒等の受入れから卒業後
の進路までの一貫した指導・支援体制の構築を
図るため、各自治体が行う公立学校への受入
促進・日本語指導の充実・支援体制の整備に
係る取組等を支援。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

211 
の内数 

１／３ 
都道府県、 
指定都市、 
中核市 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 



３ 

農林水産省 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容 

平成２７年度 
政府予算案 

補助率 交付対象 

イ e 

都市農村共生・
対流総合対策 
交付金 

 農山漁村の持つ豊かな自然や「食」を観光、
教育、福祉等に活用する、集落連合体による地
域の手づくり活動を支援。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

2,000 
定額、 
１／２等 

地域協議会、
農業法人、 
ＮＰＯ 等 

イ ｅ 

農山漁村活性化
プロジェクト支援
交付金 

 農山漁村活性化法に基づき市町村等が作成
した定住・交流促進のための活性化計画の実
現に必要な施設整備を中心とした総合的取組
を支援。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

6,150 
定額、 
１／２等 

都道府県、 
市町村、 
農林漁業者の
組織する団体 
等 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 



４ 

経済産業省 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する
取組に対する支援の

内容 

平成２７年度 
政府予算案 

補助率 交付対象 

ア e 

戦略産業支援の
ための基盤整備
事業（施設等整
備事業） 

 地域に根ざした中核企業候補及び周辺企業
群の創出・育成及びイノベーションを促進し、
もって地域経済の活性化を図るため、人材育成、
販路開拓等の支援機能を有した企業集積・連
携の拠点等の整備を支援。 

採択にあたって、 
一定程度配慮  

800 
の内数 

１／２ 民間団体等 

ア e 

電源地域産業関
連施設等整備費
補助金 

 電源地域における産業集積の形成及び地域
経済の活性化を図るため、電源地域内におい
て産業関連施設等の整備を支援。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

95 
１／２ 
１／４ 

地方自治体、
第３セクター、
PFI事業者等 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 



５ 

国土交通省 

定住自立圏
構想の 

３つの視点 

政策 
分野 

施策名 概要 
定住自立圏に関する 
取組に対する支援の 

内容 

平成２７年度 
政府予算案 

補助率 交付対象 

ア 
a,b,c,d,e

,f 社会資本整備総合
交付金 

地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に
基づき、政策目的実現のための基幹的な社会資本
整備事業のほか、関連する社会資本整備等を総合
的・一体的に支援。 

交付の判断にあたって、
一定程度配慮 

901,805 定額 
地方公共団体
等 

イ 
a,b,c,d,e

,f 

ア 
a,b,c,d,e

,f 
防災・安全交付金 

地方公共団体が作成した、命と暮らしを守るインフラ
再構築又は生活空間の安全確保を実現するための
「整備計画」に基づく取組について、政策目的実現の
ための基幹的な社会資本整備事業のほか、関連す
る社会資本整備等を総合的・一体的に支援。 

交付の判断にあたって、
一定程度配慮 

1,094,749 定額 
地方公共団体
等 

イ 
a,b,c,d,e

,f 

イ a 
地域公共交通確保
維持改善事業 

地域の活性化等の成長戦略も踏まえ、多様な関係
者の連携により、地域公共交通の確保・維持を図る
とともに、地域公共交通の改善に向けた取組みを支
援。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

29,009 １／２等 

交通事業者等
（地域における
協議会の議論
を経て計画を
作成すること
が前提） 

イ a 

「コミュニティ・ 
レール」化への支
援（幹線鉄道等 
活性化事業（形成
計画事業）） 

潜在的な鉄道利用ニーズが大きい地方都市やその
近郊路線等について、地域公共交通網形成計画の
枠組みを活用して、地域鉄道の利用促進や地域の
活性化を図るべく、鉄道の利便性向上のための施設
整備を支援。 

採択にあたって、 
一定程度配慮 

1,561 
の内数 

１／３ 法定協議会等 

（単位：百万円） 

ア 生活機能の強化 イ 結びつきやネットワークの強化 ウ 圏域マネジメント能力の強化 

a 医療 a 地域公共交通 a 中心市における人材の育成 

b 福祉 
b デジタル・ディバイドの解消へ向けた
ICTインフラ整備 

b 中心市等における外部からの行政及
び民間人材の確保 

c 教育 c 道路等の交通インフラの整備 c 圏域内市町村の職員等の交流 

d 土地利用 
d 地域の生産者や消費者等の連携に
よる地産地消 

d  その他 

e 産業振興 e 地域内外の住民との交流・移住促進 

f その他 f  その他 

【定住自立圏構想の３つの視点及び政策分野】 


